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要約
農産物とくに胡瓜をメルクマールにして，現代における都市・農村関係の基礎について
考察した。
現代都市は，農村を都市化する乙とによって都市たらんとしてきた。都市は現代社会で
主導的地位を占めていることは疑いえない。その点でまた，都市はたしかに自立した形態
をとってはいる O しかし，内容的には都市は，食糧を外部から移入しなければ，その維持
も発展もない。したがって，農村の許容する範囲でしか都市の発展も考えられない。それ
故，都市も農村の許容範囲を拡大しようと努める。乙乙l乙，都市と農村の真の「共存Jが
要請されるのであるが， しかし，現状はその逆の方向へむかっている。
現代の日本では，都市と農村の，双方の住民の分離・対立の状況が深刻化していると考
えられる。都市と農村の関係は商品という農産物の消費者と生産者という一面的な関係に
すぎない。なぜなら，その関係は市場システムのなかの農産物の流通という狭い窓口のみ
を通じての関係になっているからである。それ故に，相互に相手の立場をそれ自身として
理解も，認識もできない状況が生じつつあり， しかもますます深化しつつある。乙の乙と
の契機は，両者の関係においても，また，農業生産においても石油であると考えられる。
現代社会における市場システムの重要性は否定できなし、。しかし，また，同時にこのシ
ステムの限界をも認めざるを得ない。都市と農村の真の「共存」を目指すには，都市・農
村関係の研究の視点を両者を総合した統一的なものにする必要があり，また，研究の視点、
もレベルも，生活者のレベルまで意識的に引き上げることが要請される。すなわち，具体
的には，第 11[.，都市住民や農村住民が相互にどのようなニーズを潜在的にもっているか。
第2に，市場機構にたいする都市住民や農業者の対応やニーズ，第31乙，都市内の農地l乙
対する都市住民や農業者の意識。第41乙，それらの基礎となっている「健康」や「生活」
の充実性，さらには第51乙，乙れらすべての根本問題ともいえる都市生活環境や農業経営
環境なども含む，環境問題一般にまで研究の視点を拡大する乙とが要請される。
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1 はじめに
わが国の高度経済成長期を通じて，都市は急速
に発展し，若年労働力を中心とした大量の人々を
都市へ吸収した。現在ではすでに都市へ移動した
これらの人びとの第二世代，第三世代が結婚し，
子供が生まれ，新しい家庭を築いている。第一世
代の人びとは，出身地である地方あるいは農村の
状況を記憶のなかにとどめ，生活様式のなかにも，
思考方法にも，あるいは物事の価値判断について
も，多かれ少なかれ，農村的色彩をとどめていた
と考えられるであろう O しかしながら，第二世代，
第三世代にいたると，もはや完全に都市のなかで
生まれ，都市のなかで生活し，すべての経験は都
市によって育まれている。かような人々の大部分
は農村や農業や農業者の状況については，白から
求めて体験しなし、かぎり，生活慣習として身につ
いていないから，それらをまったくと言ってよい
ほど知らない。これらの人々が現在も，また将来
にむかつても急激に増大しつつある。
ここに，都市の人びとによる農業，農村あるい
は農業者に対する理解の仕方が，農業や農村の本
性から軍離してし、く危険が増大しつつあると言う
ことができる。
都市の人びとは，都市と農村という社会的分業
が固定化されてしまうことによって，農村・農業
・農業者l乙対してはただ農村の生盛物の消費者と
してのみ関与するにすぎなくなっている。
いっぽう，都市が，沢山の人びとを吸収し，工
業やサーヴィス業を集積して拡大・発展すればす
るほど，都市自身は農村にたいして一見自立性を
強めているかのようにみえる。しかし，これは形
態上のことであって，膨大な人口を集積すれはす
るほど，都市は農村から膨大な量の食糧を移入せ
ねばならない。もっと一般的lζ言えば，都市は，
農村を都市化あるいは工業化，近代化することに
よって，自己の要求である，都市の発展・維持，
つまり都市たらんとしてきたのではないだろうか。
都市が自立し，農村を従属させていることは形態
的には否定できなL、。しかし内容的には，都市は，
食糧の必要性ということから農村に従属せざるを
えない。
都市につい丈と同様，農村についても，いまや
農業l乙必要なもの，種子から肥料，機械にかぎら
ず，生活上に必要な農産物まで都市l乙負わざるを
得ない状況が生じている。農村は都市以主に消費
の場にもなっているのである。したがって都市は
農村のこの許容度を拡大しようと努めるであろう。
換言すれば，現代は都市・農村の共存関係が一層
高まった時代であるという表現方法があるいは適
切かもしれない。しかし，現状は本来の意味での
「共存」にはほど遠い状況が新しく生まれ，深化
しつつある。だからこそ.i共存」が正しい方向で
要請されているのが現代という時代ではなかろう
か。
しかし，現状はかならずしも理想的な方向に進
んでいるとは言えないであろう。食糧を大量に消
費している都市の住民はその食糧自体の安全性に
ついていまや大なる危倶を懐いている。いっぽう
農村では，みずからの生産を二分し，自分達の口
l乙入るものと，市場つまり都市生活者の口に入る
ものとを差別分離して生産をおこなっている。そ
して後者の生産物はその生産者が口に入れないも
のでもある。生産者は市場向けに，白から生産し
たものを口に入れたくない，つまりそれだけ人体
にとって危険とか有害だという乙とが，生産者自
から理解されているからであろう。不特定多数の
都市生活者の誰が食べるかわからないし，市場l乙
入った段階で，すでに農産物は市場のシステ:ムに
したがって一人歩きをしてしまう O
乙の都市と農村の対立矛盾ともいうべき現状を
どう把握し，どう分析していくか，さらに両者の
あるべき姿を希求したいというのが，乙の研究の
目的である。したがって，乙れは，都市と農村の
関係を理論化しようという目的を当然にもってい
る。
あらかじめ乙とわっておきたいのは，かような
状況は農村や農業の問題にのみかかわりあってい
ても，またいっぽう都市や都市生活者の問題のみ
にかかわっていても分析できることではないし，
ましてや解決できる問題ではない，ということで
ある。都市と農村という，乙の一大分業社会を形
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成している現代社会の構造的把握を，両者の本質
的連聞に厳しく規点を据えるという乙とによらな
ければ，とうてい解きほぐす乙とのできないもの
なのである。
従前は，都市と農村とそれぞれが研究対象を異
にし，当然ながら研究者も双方に細分化されて，
両者を綜合的に，統一的に対象とし，分析の姐上
にのせようとする乙とが少なかった。現代社会と
いう，乙の複雑きまわりないものを認識するには，
乙の点を反省して統一的・綜合的視点が用意され
るべきではないだろうか。
人間社会もそれ自身人間的自然である限り，自
然からのがれる術はない。食物連鎖は厳粛な事実
である。好むと好まざるとにかかわらず，最終消
費者である人聞にすべての環境の状況がはねかえ
ってくる。農薬汚染にかぎらず，すべての環境汚
染が，ただ動物が死んだ，植物が枯死したと，人
間以外のこととして認識されているうちは，何も
進展しないし，かっ危険で、さえあろう。それらが
もっと主体的に，人間自身の，自己自身の問題と
して認識されるのでなければ，根源的な，本質的
な問題の解決lとはいたらないであろう。
2. 都市・農村関係の発展と農産物
2. 1 都市・農村関係による空間組織
現代都市はあらゆる人間活動にとって主導的地
位を占めている。地球上に都市が出現して以来，
都市はあるいは政治の中心で、あり，あるいは工業
製品生産の場にもなったし，また商業活動の場に
もなった。あるいはまた，これら政治や工業生産
lζ携わる人々または商業活動に携わる人々一一別
の都市や農村への工業製品やその他，財の供給と，
農村からの食糧や工業原料の移入などに与る人び
と あるいはその他の政治・経済・文化に関す
る情報の提供などに携わる人びと，これらすべて
の人々の消費のためにサーヴィスする人びとの集
まっている中心地であった。そして，乙ういう人
びとの比率が，歴史を経るにしたがってますます
増大してきている。
いっぽう，乙の都市と対極にあると観念される
農村は，都市l乙比べれば，その存在の歴史ははる
かに長い。採取や狩猟も農業の定義l乙含めれば，
農村l乙住む人びとだけの生命を維持するに足る十
分な食糧の確保さえ満足におこなえなかった時代
から，遊牧や移動耕作(焼畑)の時代を経て，定
住時代に入って格段と生産力を上昇させた。定住
時代lζ入っても，農村ではたんに食糧を生産する
だけではなく，衣料も住居も，さらにはまた農業
生産のためや生活用品製作のための道具すらも生
産した。衣料製作や住宅建設のための道具までも
自前であった。しかし両者の関係は，農村のなか
の工業生産的要素が分離されることによって，都
市が発生し，ひとたび発生した都市は，初めは農
村に育まれるのであるが，次第に農村を都市化す
る乙とによって，都市はますます都市たらんとし
てきた。ひとたび都市が農村lζ対して主導権を握
るや，都市の力は強大になり，農村は都市によっ
てますます都市化の方向への不可逆的な歩みを始
めざるを得なかった。その速度も時代を経るにし
たがって早まった。農村はもはや都市化の力を止
めることはできず，それぞ、れの農村は都市を中心
とした一つの地域の中に包摂される乙とになる。
乙の中心都市と包摂されている地域とは機能的
な連闘をもっているのであるが，それは支配・従
属の関係にあると考えてもよい。その地域の中心
都市は，自己の支配地域を携えて，さらに上位の
中心部市の支配地域に包摂される。こうして，地
表面は大小の地域によって，重層構造的l乙組織さ
れていると考えることができる。そして，これら
重層的地域の最頂点にあるのが，現代日本の場合
は，東京という大都市にほかならない。
以上は，中心地=都市と，それに機能的l乙結合
している補完地域=農村という，一つのセットと
しての地域が，村単位の小規模なものから，東京
のような大規模なものまで一定の秩序をもって重
層的に地表面に分布しているというモデルである。
地域というものを以上のように把握すると，各
地域の中l乙包摂されている農村は，その地域レベ
ルで、の直接の中心都市と，それより上位にある中
心諸都市のもつ機能的な「中心性J( Christaller. 
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w. 1938)によって，都市化の方向へ牽引されてい
る乙とになる。いっぽうそれぞれの地域としての
諸農村も，それぞれ地域の特殊な歴史を背景に成
立しているから，それぞれの地域の都市化の様相
や速度もその歴史的要因によってさまざまである。
しかしながら，その歴史的要因はその地域の都市
化を止める力をもつものではない(拙稿. 1972)。
このようにみてくると，わが国の現代農村は，
もはやまったく純粋の農村などというものは無い
と考えなければならない。しかし，そうかと言っ
てそれは都市でないことも自明のことである。と
くに近郊農村においては この乙とはもっと様子
が違い，言ってみれば都市でも農村でもない地域
であると考えるほうがよいであろう。
しかしながら，理論上は都市・農村の二極対立
的に思考することは可能である。だが，現実の地
表面としての日本において，二極対立的lζ都市と
農村を考えるのではなく，何らかの尺度によって
都市度，農村度を規定すれば，地表面の各部分地
域は定量的に都市度あるいは農村度によって示さ
れうるし，また，ダイナミソクには，都市のまだ
出現していない状態から 農村のない段階に進展
した状態まで概念的に示す乙とが可能である。中
心都市とその支配領域において考えても上の思考
方法は可能であろう。
以上のように，都市・農村関係を，中心都市と
その都市の生産する財またはサーヴィスの供給さ
れる供給圏のセットと考え，それらのセットによ
って東京を最頂点として 国土空聞が重層的に組
織され ζいるものと理解する乙とが可能である。
あるいはまた逆に，都市が食糧や原材料を集荷す
る圏域と考えてもよい。
乙のような考えを体系化したのはドイツの経済
地理学者WalterChristallerである。乙の都市・
農村システムは，例えば農業l乙関する情報の流れ
などを考えてみると非常にみ乙とに体現される。
すなわち，東京・中央卸売市場における日々の市
況は直ちに各都道府県庁所在都市にある各都道府
県経済農業協同組合連合会(経済連と略称)に送
られ，そこで分析され，都道府県内の中都市に存
在する地区連合会l乙送られ，さらに各市区町村の
中心都市にある農業協同組合(単協と略称)に送
付される(現在では地区連合会は無い場合が多
し、)。そこからさらに集落がいくつか集まって形
成されている各単協の支所あるいは出荷組合に送
られて，各組合員(個別農業生産者)に知らされ
る。市況と同時に連合会からは各地の市場への出
荷量配分も指令されてくる。
これにたいして，農産物の現品は，支所または
各市町村単協から直接市場へ出荷されるから，あ
たかも上に述べた都市・農村システムの重層構造
を無視しているかのように考えがちである。しか
し，出荷される農産物は roo経済連」と印刷さ
れたダンボール栢に詰められ，また，仕切伝票の
写し，あるいは出荷の情報は経済連に送られるの
であるから 上述のシステムに則っていると言っ
て過言ではないであろう。精算代金についても市
況と同様ルートで最終的には単協の組合員個人の
口座lζ振り込まれる。
2.2 高度経済成長期前後の都市・農村関係
(1) 高度経済成長期以前の都市・農村関係
以上の都市・農村関係を，歴史的に一大変動を
もたらしたとみられる高度経済成長期前後で対比
してみよう。理論上は基本原理に変化はないが，
しかし，経済的物質循環についτみると，都市か
ら農村へは玉業製品とそれに関連するサーヴィス
および情報の流れがあり，農村から都市へは農畜
林産物と，都市産業の担L、子としての労働力があ
った。とくに労働力の移動については，都市が都市
産業，なかでも工業生産力の増大に伴う技術革新
の結果を農業の世界に供給し，農業の機械化，省力
化によって，同一量農畜林産物の生産l乙要する労
働時聞を継続的に引き下げて，新規の余剰労働力
あるいは潜在的失業者を創出してきた。これらの
労働力がいっぽうでは都市の拡大および都市産業
の発展による新規の雇用労働力需要によって，都
市へひきつけられたのである。
(2) 高度経済成長期以降の都市・農村関係
高度経済成長期を通じて，世界でも類例のない
早い速度で都市化が進展し，農村からは雪崩のよ
うに大量の人口が短期間に都市へ移動した。その
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結果，農村においては生産年齢人口の急速な減少
により，農林業経営体としての維持管理ができな
くなったり，あるいは水利施設の維持管理や農林
道をはじめとする道路の維持管理ができなくなっ
たばかりか，学校などの公共施設の運営も困難に
なり，統廃合が相いついだことは記情に新しい。
さらに，社寺や商屈も利用者の急激な減少によ
って，放置されたり，閉居されたりし，消防施設
やその他の相互扶助的な組織についても維持が困
難になり，甚だしい場合には，挙家離村となった。
これらの現象は過疎現象としてとらえられている。
今日に至るも，地域社会の維持ばかりか，全国の
国土保全あるいは自然環境保全すら不可能になっ
てきている。
2.3 農産物流通と都市・農村関係モデル
以上のように高度経済成長期を通じて，いまや
農山村の人口は出つくしたかの感さえある。労働
力移動がほとんどなくなってしまえば，農村から
都市への側面における経済的物質循環の内容は，
都市化のための農畜林産物の供給という側面に限
定される乙とになる。もちろん都市は，たんに食糧
を消費するだけでなく，農業関連産業とくに食料
品製造工業の原料として農畜林産物を消費するし，
また非食用の農産加工としても農畜林産物を消
費する。しかし，何と言っても，巨大な人口集団
の生命を支えるには，膨大な食糧としての農畜林
産物を必要とする。
現実の社会は非常に複雑ではあるけれども，上
述の視点から，現代の都市・農村関係，すなわち
両者の共存関係をまとめると，いくつかの仮定を
設ける乙とにはなるが，次のようになるであろう。
1. 都市は食糧および、工業原料を全部農村から
供給され，かっ消費する。
2. 都市は農業生産に必要な資材，化学肥料，
農薬，機械，エネルギー，情報などを全部都
市内で生産し農村へ供給する。
3. 双方の全生産物は，流通業者が媒介し，運
搬する。
これらの関係を図示すると図1のようになる。
もちろん周知のように，わが国は，飼料を含むカ
ロリーベースで食糧の約60%を輸入のそれに依存
しているので，日本の都市は，日本の農村からの
み食糧を供給されているわけではない。しかし，
資料の関係からこ乙では輸入量はし、ちおう問題の
外l乙置き，国内生産についてのみ考察する。した
がって，都市と農村の共存関係というのは，食糧
の生産・消費を通じて成立していると考えること
ができるであろう。
以上の前提のもとに，日本の都市・農村の関係
が急速に変動をきたすのは，いわゆる経済の高度
成長期以降であるから，この期間直前の1955年前
後頃と，高度経済成長期終罵以降の時点，例えば
現代とを比較する乙とによって，システムの変動
を考察するのがよいと考えられる。
乙の場合，都市は前述したように，大消費地で，
しかも日本の経済・政治の中心となっている東京
を想定し，農村は一般農村を想定しておくことに
しよう O
しかし，食糧をはじめ一次産品としての農林漁
畜産物の全体について細部まで考察するのは不
可能であるから，高度経済成長期に生産方法や供
給システムが大変動をきたしたと考えられるもの
一種を事例的にとりあげるが， しかしそれが全体
をある程度代表できるように選定して，考察の具
体性を求めることにしたい。
都市は，農産物が，大量に，安定して， しかも
低価格で供給されることを要求する。しかしなが
ら，その反面，都市と農村の農産物による関係を
媒介する流通業者の意志または要求として，直接
的に強く現われるのが，商品価値が高いこと，超
高級品から大衆品まで用途別に適宜に供給される
乙と，さらに，それぞれのランクにおけるサイズ
や形態が均ーに近いこと，である。
工業が本格化して，都市が急膨脹し，社会・経
済の根幹になると，都市は農村l乙対し，絶対優位
の立場から，乙うした要求を一方的に農村におし
つけるようになった。
いっぽう，都市によって急速に労働力を減少さ
せた農村は，機械化・省力化による生産性の上昇
をはかり，都市の要求に応えるべき生産方法を，
おもに技術的な改良に求め，営農方法を変化させ
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ていくのである。このことはまた，さらに新しい
余剰労働力を生み出し，それを都市によって吸収
されるという方向へ進んでいる。しかしながら，
現在ではこの状態もほぼピークを過ぎたと言える
であろう。
農業関係者が，工業生産の生産性に見合うよう
に，農業の生産性を高めながら，換金性を強める農
業を目指すようになったこと，この乙とが石油エネ
ノレギーの大量使用，石油エネルギーによって動かす
機械および各種設備の利用，石油化学製品の利用
一一大量の農薬，化学肥料，各種機材などーーと
なって現われた。つまり，石油が都市・農村シス
テムを大きく変動させるのに一大要因となった。
乙の点で，石油導入と都市農村関係の諸相を明ら
かにすることが lつの課題である。石油製品によ
る公害も周知のことである。その基礎として，農
業への石油導入の様相をみておこう。
3. 都市・農村関係と石油導入の諸相
3. 1 農業と農業関連産業生産額
1980年の産業連関表をみると，圏内全産業部門
の総生産額555兆408億円のうち，農林漁業とその
関連産業のそれは79兆9，016億円(14.4 %)で，乙
れは，流通経費も含めた生産から消費までの全体
表-1 農業と農業関連産業生産額
1980年刊 (矧 1960年(8) (%) (刈/(8)指数
1960年=100
1 農 業 111，685 ( 2.0) 20.498 ( 5.4) 545 
2 農業関連産業 393.123 ( 7.1 ) 48，834 ( 12.7) 1. 918 
1)食品工業 232.161 ( 4.2) 34.215 ( 8.9 ) 679 
2 )非食用農産加工 13，556 ( 0.2) 5，701 ( 0.5) 238 
3 )農業資材供給産業 28，005 ( 0.6) 2.990 ( 0.8) 937 
4 )農業投資 26.474 ( 0.5) 1，626 ( 0.4) 1. 628 
5 )飲食庖 92.927 ( 1.7) 4，302 ( 1.1) 2.1ω 
3 流通経費 111，261 ( 2.0) 8.177 ( 2.1 ) 1. 361 
言十 616，069 (11.1) 77，509 ( 20. 2 ) 795 
全産業 5，550，408 (100.0) 383，024 (100. 0 ) 1，449 
注)単位:億円%
資料)農林水産省大臣官房調査課(1985):r昭和55年産業連関表からみた農業と関連産業』による。
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の生産額である。農林漁業のみのそれは15兆6，884
億円 (2.8%)である。さらに，農業のみについ
てみれば， 11兆1，685億円(2.0%)を占める(表
一1)。乙れは1960年の 5.4%に比較すると，第三
次産業の発展とともに急速に低下してきた乙とに
なる。農業のみの関連産業の生産額は39兆 3，123
億円 (7.1%)，乙れら農業および関連産業製品を，
需要・消費者へ供給する流通関係の経費は， 11兆
1，261億円 (2.0%)である。結局，農業関係国内
生産額は61兆6，069億円で，全産業生産額の 11.1 
労に達することがわかる。しかし， 1960年からの
20年聞における農業生産額の伸びは全産業に比し
て約3分の l強にすぎない。
都市から農村へは，農業生産用資材の供給と補
助金を含む農業投資を合せて 5兆4，449'億円あ
るから，農業生産額は投資にたいして約2倍に達
する。では，乙の農業生産額の内容構成がどのよ
うになっているかみてみよう。
産業連関表では，農業は3部門l乙分けられてい
る。耕種生産が70.2弘畜産28.3~弘養蚕1. 5;ぢ
であり，耕種部門の比重が高い，耕種部門は7兆
8，705億円，このうち米が41.7%，野菜24.6%，
果実 10.4%，非食用作物・他が23.39ぢを占める。
対1960年では耕種部門の 10.7%低下， 畜産部門
11.9%上昇が対照的である。このことは食糧消費
構造を反映しているが，耕種部門の低下傾向にも
かかわらず，耕種部門l乙占める野菜部門の比重は
上昇著しく， 1960年には 8.9 ~ぢであったものが，
1980年には l兆 9，256億円， 17.1 %を示し.米3兆
6，083億円l乙次いでいる(表-2)。
3.2 農業への投入額
農業への投入額をみると，畜産の進展を反映し
て，生産額l乙占める割合が1960年の 30.9%から
表-2 部門別農業生産額
1. 耕種部門
1 )米
2 )麦
3 )野菜
4)果実
5 )芋類
6)雑穀・豆類
7)その他食用作物
8)葉タバコ
9)非食用作物
2 畜 産
1 )酪農
2 )養鶏
3 )養豚
4 )肉牛
3. 養 蚕
首十
注)単位:億円%
・ー ・:不明
1980年(必勝)
78.390 ( 70. 2 ) 
32， 711 ( 29. 3 ) 
1， 786 ( 1. 6 ) 
19， 256 ( 17. 1 ) 
8，123 ( 7.3) 
2，580 ( 2.3) 
1. 118 ( 1. 0 ) 
6.100 ( 5.5) 
2，289 ( 2.1 ) 
4，425 ( 4.0 ) 
31，642 ( 28.3) 
8.665 l 7.8) 
10.089 l 9.0) 
7.922 ( 7.1 ) 
4，163 ( 3. 7) 
1， 653 ( 1. 5 ) 
11， 685 ( 100守0)
1960年(B)倒 (A)/(B)指数
1960年=100 
16，576 ( 80.9) 473 
10，001 ( 48.8) 327 
1. 391 ( 6.8) 128 
1， 487 ( 7.9) 1. 295 
1，199 ( 5.8) 677 
805 ( 3.9) 320 
616 ( 3.0) 181 
(ーー) .ーー
. (……) ... 
(…一) -・.ー・ー
3， 354 ( 16. 4 ) 934 
661 ( 3.2) 1，311 
1. 474 ( 7.2) 684 
(……) ... 
. (…ーー ) .ー..
568 ( 2.8) 291 
20， 498 ( 100. 0 ) 545 
資料)農林水産省大臣官房調査課(1985):r昭和55年産業連関表からみた農業と関連産業』による。
44 総合都市研究第33号 1988
表-3 農業への投入額
1980年(A)倒 1960年間協) (必I/(B)指数1960年=100 
I 中間投入
1 農産物 8，638 ( 7.7) ( 16.7) 1，540 ( 7.5) 561 
2. 農業資材供給産業製品 25，022 ( 22.4) ( 48. 3 ) 2， 560 ( 12. 5 ) 977 
1 )農業サーヴィス 4，058 ( 3.6) ( 7.8) 258 ( 1. 3 ) 1，573 
2 )化学肥料 4，786 ( 4.3) ( 9.2) 1， 127 ( 5.5) 425 
3 )農 薬 2，727 ( 2.4) ( 5.3) 228 ( 1.1) 1.196 
4)配合飼料 13，276 ( 1. 9) ( 25.6) 807 ( 3.9) 1. 645 
3. 食品工業製品 1，225 ( 1.1) ( 2.4) 425 ( 2.1 ) 288 
4. 石油・石炭製品 2，488 ( 2.2) ( 4.8) 84 ( 。‘4) 2，962 
5. 合成樹脂製品 843 ( 0.8) ( 1. 6 ) 38 ( 0.2) 2.218 
6 商 業 3，627 ( 3.2) ( 7.0 ) 323 ( 1. 6 ) 1，23 
7 運 輸 1，796 ( 1. 6) ( 3.5) 191 ( 0.9) 940 
8 その他資材 8，143 ( 7.3) ( 15目7) 1，176 ( 5.7) 692 
計 51，782 ( 46.4) (100.0) 6， 337 ( 30. 9 ) 817 
H 粗付加価値
1. 資本減耗引当 13，079 ( 1. 7) ( 21. 8 ) 1，403 ( 6.8) 932 
2 営業余剰 45，539 ( 40.8) ( 76.0) 12，041 ( 58.7) 378 
3. その{也 1，285 ( 1. 2) ( 2.2) 717 ( 3.5) 179 
五十 59，903 ( 53.6) 000.0) 14，161(69.1) 423 
投入計 111，685 000.0 ) 20，498 ( 100.0 ) 545 
資料)農林水産省大臣官房調査課(1985);r昭和55年産業連関表からみた農業と関連産業』による。
75年の 46.49ぢ(5兆1，782億円)と相当上昇して
いる O
上昇要因は，農薬・配合飼料などの農業資材供
給産業製品投入額が1960年の 12.5%にたいし.80
年には 22.4%1乙約10ポイント強増大し，また，投
入比重は小さいが，その比率の伸びのとくに著し
い石油・合成樹脂，そして商業，運輸の増大にあ
る。いずれも石油に関連の深い点が注目される
(表-3)。
さらに，投入額のうち粗付加価値額をみると，
投入額全体に占める割合が. 1960年の69.1%から
75年の53.6% (11兆1， 685億円)へ減少している。
これは営業余剰の比率の低下によってもたらされ
たものであるが，農家の自家労賃分の占める割合
が低下したことを意味している。そして，営業余
剰は生産額に占める割合も1980年に40.8弘粗付
加価値額の76.0%を占めるのであるが. 20年前に
比較すると，その重要性は低下している O それだ
け投入額が大となり，なかでも原材料投入率の高
い畜産によって引き下げられている。しかし，同
じ粗付加価値でありながら，資本減耗引当額は，
そのシェアーを増大させている。これは労働力が
減少して，乙れを代替するための農機具あるいは
施設園芸用建物および付属施設等への投資が増大
していることを示している O
3.3 石油製品の投入
農業への石油の直接投入(表-4)についてみ
ると，農林水産省の推計によれば，エネルギー投
入という点からみて，石油製品の投入比率は農業
関連総生産額のわずか 2.2%にすぎない。しかし，
1975年には乙の値が1.1%であったから占有率は
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2倍になっている。石油製品の大量投入の開始は
石油価格の安定していた1960年代前半のことであ
る(1965年， 346億円，対1960年指数412に対し
て，乙の後1980年までの各5年ごとのそれは，そ
れぞれ159，194，199)01970年から石油価格が高
騰したから，石油エネルギーの投入は減少した乙
とも考えられる。しかしながら，前述したように，
化学肥料，農薬F合成樹脂製品など石油を大量に
消費する製品の投入が，農業生産では増加してい
るか，または大きい。
石油製品を燃料油投入に占める割合でみれば，
1975年における農業のそれは，農林水産省の試算
で、2，698x1010 kcalである(全産業の1.2 %)。そ
のうち，重油が 1，134x 1010kcalで， 42.0 %を占
める。揮発油，灯油， A重油の量が大きく，この
うちA重油の伸び率が大きい。乙のことは施設園
芸の進展が著しいことを示すものである。ちなみ
に，ガラス温室とビニールハウス面積の推移をみ
ると， 1971年にはそれぞれ823ha，14，650 haで
あったが， 1985年にはそれぞれ1，891ha， 37，196 
haと著しい増設状況である。
表-4 農業における石油製品の直接投入 (1975年)
総 自十 農 業 (1970年農業)
需要量 エネルギー換算 エネルギー 換算(%) エネルギー 換算(%)
x103kl X 1010 kcal x1010kcal xlO!O kcal 
揮発油 28. 727 24，705 663 (2.7) 720 (4.0) 
ナフサ 31. 621 27，194 一(ー) ( - ) 
ジェット
燃料油 3，081 2.742 一(ー) 一(ー)
灯油 21. 479 19.116 709 (3.7) 581 ( 3.7) 
軽油 16.553 15，229 192(1.3) 97 (0.9 ) 
A重油 30.318 30.015 831 (2.8) 426 ( 4.5 ) 
B " 12.411 12.287 214 ( 1.7 ) 489 ( 4.2 ) 
C 11 93.325 92，390 89 ( O.1 ) 371 (0.5 ) 
重油計 136.052 134，692 1，134 (0.8) 1.286 ( 1.3 ) 
燃料油計 237.513 223.678 2，698 ( 1.2 ) 2，684 ( 1.6 ) 
液化石油 x103ton 
ガ ス 10，031 12.037 48 (0.5 ) ? 
資料)農林水産大臣官房調査課(1979): r昭和50年産業連関表からみた日本農業』による。
表-5 主要農産物の直接エネルギー投入及び産出/投入エネルギー比 (1975年)
A 投入エネルギー B 
A/B 産出エネルギー 直接投入 間接投入 計
米 3.459 1，048 654 1， 702 2.03 
野菜 352 948 414 1，362 0.26 
果実 200 268 235 503 0.40 
肉牛 48 26 70 96 0.50 
養豚 243 84 176 2ω 0.93 
養鶏 309 210 226 436 O. 71 
酪農 289 77、 96 173 1. 67 
注)単位:1010kcal 
資料)農林水産大臣官房調査課(1979):r昭和50年産業連関表からみた日本農業』による。
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3.4 エネルギー効率
以上のことを，流通を除く，食糧生産投入エネ
ルギーに対する産出エネノレギーの比率でみると，
1980年の資料はないが， 1975年で 24.1% (表-5)
であり，この値は1960年以降年々低下の一途を辿
っている O 国産食糧エネルギー産出量が1960年以
降1. 3~ぢの伸びに対して，生産エネルギーは 7.2
9ぢの増加率を示し，エネルギー効率が著しく低下
していることが理解できる。
投入・産出比は野菜がもっとも低く， 0.26 (1975 
年)である(表-6)。したがってエネルギーの
利用効率は悪いが，野菜は一般に生鮮食品として
ビタミンの供給源であり，米などの穀類とは性格
が異なる O エネルギー効率で比較する乙とは問題
が大きいが， しかし，食生活のあり方も含めて，
都市・農村聞の野菜の生産・供給システムを考え
直す必要があるともいえる。
また，部門別にみたエネルギー投入量は，直接，
間接投入量とも米iζ次いで野菜が第2位であるが，
さらに，食糧供給に要した労働力は，産出エネ
ルギーが1960年から15年間に 18.6%増加したと農
林水産省は試算しているが，労働力全体では 3.8
%1減，直接労働力では 5.8%減になっている。い
表-6 国産食糧エネルギーの供給とエネルギー投入量
(C) (1) (D)/(C) 
1960 1970 1975 
全供給エネルギー(産出)A 5.691 6.589 6， 764 119 
うち穀類 3，058 3，592 3.519 115 
肉類 161 291 373 232 
魚員類 322 345 418 130 
食料生産投入エネルギー(除流通)B 13，464 21. 336 28，056 208 
A/B x 100 (%) 42.3 30. 7 24.1 
注)単位:1010kcal 
資料)農林水産大臣官房調査課(1979):r昭和田年産業連関表からみた日本農業』による。
表-7 食料供給システムにおける直接・間接労働力
1975年 1965年
総労働力協) 労う働ち力直接闘 総労働力関 労う働ち力直接協)
A A' 
B B' 
A !i. B B' 
農業(農業サーヴイス含) 7，666 ( 48.1) 7， 445 ( 52.0) 10，470 ( 63.2) 10.228( 67.3) 73 72 
漁 業 575 ( 3.6) 516 ( 3.6) 479 ( 2.9) 413( 2.7) 120 125 
食品工業 2，017 ( 12目7) 1，322 ( 9.2) 1，861 ( 1.2) 1，183( 7.8) 108 112 
食料品卸売業 729 ( 4.6) 650 ( 4.5 } 513 ( 3.1 ) 454( 3.0) 142 143 
N 小売業 2， 345 ( 14. 7 ) 2，092 ( 14. 6 ) 1， 954 ( 1. 8 ) 1. 731 ( 1. 4) 120 121 
飲食居 2， 600 ( 16. 3 ) 2， 295 ( 16.0) 1， 280 ( 7.7) 1，195( 7.9) 203 192 
計 8， 266 ( 51. 9 ) 6. 875 ( 48. 0 ) 6，087 ( 36. 8 ) 4. 976 ( 32. 7) 136 138 
~ 員十 15，932 ( 100.0 ) 14，320 (100.0) 16.557 (100.0 ) 15，204(100.0) 96 94 
最終飲食費支出(実質) 175，526億円 89， 708億円 196 
注)単位1，000人。
資料)農林水産大臣官房調査課(1979):r昭和50年産業連関表からみた日本農業』による。
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っぽう，農業サーヴィスを含む農業以外の食糧供
給のための産業の直接労働力は，全体として38.1
%の増となっている(表一7)。したがって，農
業部門の生産性の向上が顕著であると同時に，
食糧供給のための農業以外の産業の労働力増は農
業労働力の減少を上まわっており，食糧供給部門
全体の生産性向上もみられる。
1975年の食糧供給に要した総労働力(輸送部門
は除く) 1，593.2万人，直接労働力 1，432.0万人
は全就業者5，560.0万人の25.8%を占める。した
がって，全就業者の4人1[1人は何らかのかたち
で食糧供給に携わっており，ほぼ半数づ、つ都市と
農村l乙別れて就業していると言う乙とができる。
1960年iζ比べて，原料供給部門である農漁業に従
事している人びとが傾向的に減少し，食品工業，
流通部門，飲食店部門等の産業に従事する人びと
が増加しているということになる。すなわち，少
ない労働力で生産をおこなうという点では労働生
産性が高くなった。農業の生産性の向上がはから
れ，社会全体での収穫総量は増大し，一見すると
社会全体に多大の価値を与えたようにみえる。し
かし，反面では，その生産性を向上させた人間=
農業者は豊作貧乏になり，機械化貧之になり，あ
るいは，そのために出稼ぎに出て家庭を崩壊させ
てしまうという，定量的測定の困難な負の価値を
生み出してきた乙とも，また多くの事実が乙れを
証明している。
農産物を商品として生産せざるを得なし、かぎり，
不断のコスト切り下げが目的となり，機械化，化学
肥料化，農薬使用化をお乙なって，省力化をはかる
という，労賃切り下げの方向に向わざるを得ない。
以上によって，わが国の農業生産額とその内容
を知る乙とができた。しかし，乙れらの内容すべ
てにわたって，都市・農村関係のなかで詳細に検
討することは不可能で、ある。したがって，このよ
うな実態をさらに深く解明し，その問題点を提起
するためには，上述したように，非常に明確な動
向を特徴的l乙示している，野菜類中もっとも大量
に生産されるも勾の一つであり，かつ，石油およ
び石油関連製品ともっとも関係の深い胡瓜を指標
にして，都市・農村関係を考察する乙とにしよう。
4. 市場システムと都市・農村の関係一一
価値と使用価値の諸問題
4.1 わが国農業の概要と野菜生産
胡瓜の生産・流通・消費の検討に入るまえに，
わが国の農業全般について，とくに野菜生産につ
いて概観しておきたい。なぜなら，胡瓜の，全体
にたいする位置づけが明確になされなげればなら
なL、からである。
現在のわが国の耕地面積は535.8万ha0986年，
以下とくに乙とわりのない限り同様)，このうち，
田は293.1万ha，畑242.7万haである。畑のうち
には樹園地53.8万haと牧草地62.6万haが含ま
れているので，普通畑は 126.3万haとなるO これ
らの耕地を433.1万戸の農家と若干の農家以外の
農業経営企業体が耕作する。後者は第2次産業部
門などに特化しているので，前者のみによって耕
作されていると考えても大過なし、。とれらに関わ
る農家人口1，977.5万人である。専業農家は約64.
3万戸(14.8%)，第二種兼業農家が302.8万戸で
69.9 %を占める。乙れらの農家のうち，農産物の
販売のない，いわゆる自給農家ともいうべきもの
が約19.4%， 84万戸ほどあり，わずかでも農産物
を販売している農家は349.1万戸に達する。 1985
年の，センサスの過少評価を無視すると，年間農
産物販売額が300万円以上の農家は 13.8弘約60.
2万戸である。さらに，経営単位として一作目部
門で販売額が80%を超える農家R.，稲が約 183万
戸l乙達するのを除くと，果樹が23.9万戸，野菜が
14.9万戸，工芸作物が 12.7万戸，施設園芸が 5.
O万戸である。最後のものには，花1舟や果実も含
まれるが，大部分は野菜であるから，野菜関係に
おいてはほぼ19.9万戸が野菜部門を専業的に経
営している農家ということができる。さきに述べ
た1980年の産業連関表によれば，野菜部門は l兆
9，256億円と，農業の 17.1%を担っている。 対
1960年とでは指数 1，295で，農業部門のなかでも
酪農とともにもっとも進展の度合が大きい。
土地利用上，作付面積でみると， 1985年で延べ
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558万haになり，稲の 234.2万ha(42.0 %)を
トップに，飼肥料作物 104.9万ha( 18.8 %)，野菜
63.9万ha( 11.5 %)を占める。以下，果樹 6.9%， 
麦類 6.3%，工芸作物4.6%，豆類 4.5%が主要
なものである。そしてこれをみると，明らかに米
の生産調整(減反)の影響が大きいことが理解さ
れるであろう。すなわち，土地利用の地目上は，
前述したように， 293.1万ha存在するにもかか
わらず，稲の作付面積がその77.8 %にしかあ
たらないことから，稲をf乍付しなL、水田が65.l
万ha存在する乙と，また，樹園地を除いた畑面積
の約55.5%にあたる面積"f乙飼肥料作物が作付さ
れていること，麦類や亘類は貿易自由化によって，
国内自給率は極端に低くなっていたにもかかわら
ず，水田総合利用対策あるいは同再編対策では転
作奨励作物に指定されている O 両者で約60万ha
という大面積を占めるのも，飼肥料作物と同様，
水田l乙作付されているからに他ならない。さらに
また，野菜の作付では露地栽培のものが圧倒的に
多いのであるが，各地の農村を訪れてみると，水
田l乙野菜が作付されているのを見ることができる O
ビニールハウスを設置して，野菜の生産をおこな
っている地域も多いが， 1975年以降は水回転作の
施設園芸が急速に増加している(拙稿1985)。これ
らのビニールハウスでは，野菜のうちでもとくに
果菜類が多く栽培されている O すなわち，それら
は胡瓜，とまと， ピーマン，茄子などである。野
菜の全国平均でみた農家1戸当たりの商品化率は
非常に高い。ちなみに， 1985年では，水稲が約85
%fとたいして，胡瓜94.0弘とまと 96.4%，ピー
マン 90.7;;ぢとほぼ90%前後を示す。このなかで
は，作付，収穫量ともに胡瓜が最大である O
4.2 果菜類の消費動向と季節別消費量
これらの果菜類の消費動向をみておこう。 1965
年と1985年の両年で=主要果菜類について，時期別，
種類別， 1人当たりの購入量を総理府家計調査に
よって比較してみよう(表-8)0年間では茄子
の消費量が 17.7%，減少したほ!かは，胡瓜が 2.7 
%，とまとが5.3%， ピーマン 75.4%の増加を
示す。しかし，乙れを冬 02-3月)，春~初夏
(4 -6月)，夏秋c7-11月)に3期区分した場
合には，夏から秋にかけての期聞における各果菜
購入量が， ピーマンを除いて，絶対量でも減少し，
3期間での相対量は4品目とも大幅に低下してい
る。しかし，残りの2期間では購入絶対量が非常
に増大し，相対量が上昇しているが，とくに冬期
間の伸張が著しい。乙のように，本来の作物生理
による露地栽培期間よりも，施設を使いながら作
物生産期間をコントロールすることによって，生
産された果菜類を消費する傾向が著しく強まった
と言えよう。胡瓜においては， ピーマンと並んで
この傾向が著しい。
4.3 胡瓜を指標とした農産物生産の現状と変動
(1) 胡瓜の消費
胡瓜の1985年における全国の作付面積は23，400
ha，収穫量は 103.3万トン，出荷量85.3万トン，
出荷比率(商品化率)82.5 %， 1，976.7億円(転送
量も含む卸売市場価格)である。この主要生産県
における内訳は表-9f乙示されているように，主
要10県で作付面積の38.8%，収穫量の47.7%を
占め，出荷量の 51.0;ぢを占有するO主要10県のシ
ェアーは漸減の傾向にあり，産地そのものは拡大
の傾向にある，と同時に産地聞の競合が激しい。
また，南方ほど出荷比率が高くなる傾向がある。
胡瓜を前lとは3時期l乙分類したが，おもに施設
園芸としてお乙なう冬春胡瓜 02-6月)と露地
が中心の夏秋胡瓜 (7-11月)に三大別すると，
それぞれの生産量は43.4万トン(42.0%)， 60.0万
トンである。前者が年々増大していく傾向が強い。
自家用を含めた収穫農家戸数は 271.0万戸であり，
全農家の 61.9%が収穫している乙とになる O販売
農家は 9.0万戸(3. 3 %)である。しかし，胡瓜の
生産そのものは， 1965年77.3万トン， 1975年102.
3万トン， 1985年103.3万トンとこの20年間で33.
6%増大し，年々増加の傾向にあるが，収穫農家
数は1965年304.1万戸，この後1970年には330.1
万戸と 8.5%ほど増加した。しかし，乙の後は胡
瓜の収穫量は 100万トン強でほぼ一定に推移した
にもかかわらず，収穫農家数は1975年294.3万戸，
1985年271.0万戸と減少している。 さらに販売農
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表-8 主要果菜類の 1人当たり時期別購入量の推移
作物名 年
主 春~初夏 夏~秋
12-3月 4-6月 7 -11月
計
1965 233 1， 434 2.432 4.099 
5.7) ( 35.0) ( 59.3) (100.0 ) 
胡 瓜 1975 747 1， 767 2，864 5.378 
( 13.9) ( 32.9) ( 53.3) (100.0 ) 
1985 689 1. 434 2.088 4，211 
( 16.4) ( 34.1) ( 49.6) (100.0 ) 
1965 45 1. 094 2.280 3，419 
1.3) ( 32.0) ( 66.7) ( 100.0 ) 
とまと 1975 308 1. 564 2.107 3.979 
7.7) ( 39.3) ( 53回り) (100.0 ) 
1985 505 1. 304 1. 792 3.601 
( 14.0) ( 36.2) ( 49.8) (100.0) 
1965 6 333 2.196 2.535 
0.2) ( 13. 1 ) ( 86.6) ( 100守0)
茄 子 1975 132 740 1.8ω 2.762 
4.8) ( 26 8) ( 68.4) (100句0)
1985 175 630 1. 281 2，086 
8.4) ( 30.2) ( 61. 4 ) (100.0 ) 
1965 26 98 307 431 
6.0) ( 22.7) ( 71.2) ( 100.0 ) 
ピー マン 1975 199 268 417 884 
( 22.5) ( 30.3) ( 47.2) (100.0) 
1985 176 236 344 756 
( 23.3) ( 31.2) ( 45.5) ( 100. 0 ) 
-ー'-ー
注)単位 :g日は比率(%)を示す。
全国世帯についての数値である。非農林漁家世帯で2人以上の世帯の数値。
12月はそれぞれ前年の数値。
資料)総理府統計局，総務庁統計局『家計調査年報』各年によって作成。
家数では1965年28.5万戸， 1975年13.5万戸， 1985年
9.0万戸と激減し，減少率も極めて大きい。胡瓜の
販売はますます少数の農家に集中し，生産地域も
広域的になるが，特定地域lζ集中する傾向iとある
と言える。少数の生産農家に集中すればするほど，
その生産農家は胡瓜の生産に特化し，他の作
物を生産する乙ともなくなる。胡瓜を生産する農
家でありながら，他の農産物は購入せざるをえな
くなる。胡瓜を生産しない農家についても同様に，
他の作物生産i乙専門化し，胡瓜は購入することに
なるのである。いま日本の農村は乙のような方向
へ限りなく進展しつつある。したがって， ビニー
ルハウスを含め，胡瓜の栽培面積，収穫量ととも
に農家l戸当たりの胡瓜栽培面積規模が急速に上
昇している。もちろんこの聞に，品種改良による
苗1本当たり，あるいは単位面積当たりの胡瓜の
収量も大幅に上昇しているのである。なぜなら，
石油化学製品の急速な普及に伴なって， ビニール
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表-9 わが国における胡瓜の生産と出荷(1985年産)
主要生産県
作付面積 収穫量 出荷量
ha トン トン
全国計 23.400 1，033，000 852.500 
福島県 1. 660 91，200 78.600 
群馬県 1，540 85.500 75，500 
埼玉県 1， 300 79. 700 72.100 
千葉県 979 51. 800 45.000 
宮崎県 977 53.200 50，500 
長野県 782 37.700 29.500 
宮城県 760 30.400 24.700 
両知県 539 35.600 34.500 
愛知県 534 27，800 24，400 
資料)農林水産省統計情報部『野菜生産出荷統計』に
よって作成。
ハウスによる胡瓜栽培技術の革新の度合が大きし
それによって収量をあげることができたからであ
る。これは外国からの輸入による安価な石油を熱
動力lζ使用することによって， ビニーノレハウスの
加温も比較的簡便におこなわれ，これも急速に普
及したからである。ちなみに，高度経済成長期初
期の1960年では，胡瓜の作付面積は現在より10%
ほど多く， 26，900haであった。 しかし，当時の
収穫量は46.2万トンにすぎず，現在はこの 2.2倍
に増大している O
したがって， ビニールハウスのような施設栽培
での胡瓜栽培は，投入エネルギー換算でみると，
光熱動力費と園芸施設費で全体の9割を費してし
まう(表一10)。また，露地栽培の 6.5倍ぐらいの
エネノレギー使用量 0975年)になっているので，
生産量も露地栽培に比べて3倍近い。逆l乙露地栽
培では，最盛期l乙最低価格を示すので，生産費は
低くても，施設栽培に比べて，利潤は小さく，赤
字になる乙とも稀ではない。
また，胡瓜は，市場での商品形態が三種類ある。
通常は私たちの食べているもの一一乙れが大部分
を占めるが一一この他!L，まだ胡瓜の形が小さい
うちに収穫してしまう「もろきゅうり」または，
「もろきゅうJ，花が咲いてまもなくのもので，花
のついている「花丸胡瓜jが，いずれも高級料理
表-10 胡瓜1kg当たり生産に投入されたエネルギー
(生産費用費目別)kcal 
項 目 露地 ハウス
% ヲぢ
種苗 6 0.9 1 。句3
肥料 191 28.6 204 4.8 
農業薬剤 141 21.1 145 3.4 
光熱動力 97 14.5 2，718 63.4 
その他の諸材料 95 14.2 39 0.9 
土地改良及び水利 1 O. 1 2 。
賃借料及び料金 1 。
建物及び土地改良設備 48 7.2 30 O. 7 
農機具 53 7.9 73 1.7 
園芸施設 35 5.2 1，064 24.8 
メE当コ、 計 (A) 668 100.0 4.287 100.0 
食品熱量 (B) ω 90 
A/B 7.42 47.63 
資料)農林水産大臣官房調査課(1979):r昭和50年産
業連関表からみた日本農業』による。
庖用として出荷される。乙れらは市場では「野菜J
というより， r香辛つま物Jに分類されている。
出荷量は前者が 140トン前後，後者が10トン程度
である。価格は普通の胡瓜に比べて前者が7倍，
後者が14倍ぐらいである。南北を問わず生産され，
航空便で各大都市へ空輸される。
このような食形態の変化，消費構造の変化も，
乙れらビニールハウス内での石油による胡瓜の栽
培によって実現されたものであり，また，人間主
体側の常に胡瓜を食べたいという欲望との相互侵
透作用の結果である。通常では生育の困難な時期
に，加温によってビニーノレハウス内で農作物を生
産する，という資源の利用形態，あるいは，市場
システムによる価値実現を求めての，上述したよ
うな消費形態による流通状況は大いに疑問の残る
と乙ろである。また，乙のような方向への資源利
用は，穀物を主とする外国農産物の輸入自由化の
ために，圏内での市場競争が，穀物以外でお乙な
われなければならないというのであれば，なおの
こと大いに検討されるべき問題であろう。
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4.4 流通機構と輸送体系
こうして生産された胡瓜は，日本の複雑な流通
機構を経て最終消費者へ届けられる。農産物のう
ちでも，食肉と青果物ではその流通機構がまった
く違う。水産物もまた同様である。乙乙では青果
物の流通機構を掲げておくことにする(図2)。青
果物の流通過程は3つに大別される。すなわち，
①産地集荷段階，②市場集荷段階，@消費地分荷
段階である。
(1) 産地集荷段階
青果物の流通環境は最近とみに変化しており，
その変化の要因は次の3つにまとめることができ
るであろう。以下のことは胡瓜のみならず，青果
物一般についても妥当する。
第1I乙，上述したように，農家1戸当たりの作
付面積・収穫量の増大とともに，産地が大型化し
ている乙と。第2I乙，これは，生産者の側の技術
改良による胡瓜の周年的供給が可能になった乙と
と関係があるが，消費行動の多様化，高密度化に
よる生産・消費双方の側面において諸変化のみら
れること。第3K.，近年における輸送手段，施設，
交通網の発達，包装・加工・貯蔵技術の進歩，あ
るいは，情報の入手・処理の発展がある乙とによ
る。
以上の乙とは，とくに産地集荷段階において普
及・進展がめざましい。出荷方法としては個人出
荷が全体の46%を占め，農協経由が約39%，出荷
組合を含む集荷業者が2弘産地出荷市場へ11%
である。乙の他l乙，市場外流通，いわゆる産地直
送といわれるものが2%ほどあり，一般消費者へ
直接届けられるO 出荷そのものは個人にしろ，団
体にしろ様々の形態でおこなわれているが，代金
決済は農業協同組合を通じてお乙なわれる場合が
多い。これをもって系統利用と言うけれども，野
菜の場合は，乙の系統利用が90~杉を超える。
出荷組合は約5，900団体，集出荷業者が約1，700，
単協(総合農協も含む)は約9，700ほどあるが，
全部が全部野菜を扱っているわけではない。乙の
うち約 1，500は養蚕，畜産を主要業務とする「専
門農協」である。もっとも，野菜や花舟など施設
園芸を中心とする「園芸農協」という専門農協も
これに含まれている。
(2) 市場集荷段階
産地から集荷された青果物の大部分は卸売市場
へ送られる。青果物の場合は大部分トラックで送
られる。九州産のもの，とくに南九州産のものは
フェリーで京浜・阪神へ送られるが，それもトラ
ック積みのままである。胡瓜の場合は，最近では
保冷車の普及が著しく， しかも10トン以上の大型
保冷車で輸送される。
大規模な輸送施設と大型輸送車の近年における
著しい発達は，農産物の鮮度を保持しながら，遠
距離から中央の大市場へ大量に輸送することを可
能にした。乙れは， もちろん石油から生産される，
保冷庫，低温庫，あるいは保冷車l乙使用されてい
る合成樹脂の器材および各種気体，あるいは大型
貨物車の発達によるものである。それらの技術を
誘発させたという意味で 石油とくに安価なガソ
リンあるいは重油の存在は重要であろう。輸送車
が長距離を高速で運行し，積荷が痛まないように
するには，自動車の改良だけでなく，一般道の曲
率や道路幅の改良あるいは高速道などアスフアル
トによる舗装整備が非常に大きく貢献している乙
とは言うまでもない。さらに，道路運送の時間短
縮をはかるために，フェリー航路の発達など輸送
車を主とする運送システムの発達もみのがせない。
市場は全国の主要都市および町にあるが，中央
卸売市場と地方卸売市場に分けられる。前者l乙は
46青果市場がある。後者iζは青果水産を扱う総合
市場が134市場あり，青果市場専門のものが977市
場ある。
(3) 消費地分荷段階
消費地卸売市場では，卸売価格の決定後，仲卸
売業者(約2，400人)や売買参加入にそれぞれ青
果物の38%，62%が渡され，その後約46，000の小
査人(野菜を主とする小売商店数)および約
27，000人の加工業者や大口需要者(スーパヘ百
貨庖，あるいはホテル等)へ転売される。さらに
仲卸人から全流通量の約7%ほどが再び輸送トラ
ックで他の地方市場などに運ばれ，再び卸売され
る。 1985年では胡瓜のそれは約5.0万トンである。
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図十2 青果物の流通機構
資料) r日本の流通機構』による。
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年々増大の傾向にあるが，これは野菜にかぎらず，
果実についても同様である。価格は輸送費が上乗
せされるから当然上昇するが，卸売市場各地の価
格を誘導するのは，東京，名古屋，阪神の各中央
卸売市場の卸売価格である。
4.5 需要地・供給地の関係の変化
以上のように，野菜を例にとりあげて生産と流
通の側面を明らかにした。以下では，このような
生産状況と流通機構の下で，都市と農村の関係が，
地域の視点を通してみたとき，どのように具体化
されるかを明らかにしていきたい。
それには，全国の卸売市場の価格形成力l乙大き
な力をもち，また，その支配下に膨大な小売人，
大口需要者，また，数千万人の一般消費者をもっ
東京中央卸売市場をとりあげて考察するのがよい
だろう。
前項で青果物流通環境の変化要因として3つを
掲げたが，乙れら3項目のいずれも，胡瓜の場合
によくあてはまる。
図3IL:示したものは1955年における東京都中央
卸売市場入荷量の月別・都道府県別シェアーであ
る。同様に図4は1985年のものである。また図5
と図6は，それぞれ都道府県別の年間入荷数量と
その比率である。まず，図3と図4を比較してみ
よう。 1955年段階では，東京中央卸売市場による
胡瓜の集荷量は非常に少なく，約4.3万トンであ
るのにたいして， 1985年では，乙の約3倍， 12.0 
万トンに増大してし唱。量的増大は別としても，
きわだって特徴的な乙とは次の3点である O すな
わち，第 1IL:， 1955年には胡瓜の集荷(入荷)は
夏季期間のみといって過言ではないのにたし、して，
85年には夏季のピークは認められるにしても，ほ
ぼ周年的lζ集荷 (λ荷)がお乙なわれるようにな
ったこと，第21乙， 1955年には，最盛期の2ヶ月
間は地元のすなわち東京都内からの入荷量が最大
を占め，図51乙示されているように，隣接する県
を含めて都3県で84.2%が集荷されている。
しかし， 85年では図61乙示されているように，埼
玉県のシェアーが第 l位であるが，これを別にす
れば，上位4県には1955年段階の都府県が現われ
ず， しかも上位4県のシェアーは 59.2%まで低
下している。上位県の全シェアーが80%を超える
には7位まで含めなければならない。つまり全体
として産地そのものが拡大していることになる。
第31乙，季節による産地交替が著しく， 55年で
は高知県は夏どり胡瓜の産地であったが， 85年lと
は完全に冬春どり胡瓜(施設園芸化)の産地化の
傾向が著しい，乙とである。すなわち，東京都中
央卸売市場に入荷する胡瓜，約12万トン(289億
円)の主要産地(年間 500トン以上出荷)は15県
にわたる。主要10県で全体の 9割以上の市場占有
率をもっ。月別・都道府県別にみると 4期l乙分
けられ，春と秋の関東，夏の東北，冬の西南暖地
からの入荷というパターンは明瞭である。 1955年
との差違は際立って顕著である。 55年当時は，胡.
瓜は露地栽培がほとんど全部を占めるといってよ
し都市の食卓にのぼるのも5-10月の露地栽培
のものであった。
乙れを要するに，第 11とは，上述したように，
重油による加温とその他の栽培上の技術革新によ
って，周年栽培を可能にしたことが重要なことで
ある。第2には，急激な都市化により，大都市東
京の市街地拡大，工場や住宅地の外延的拡大によ
って，近郊地域の農地の生産条件が悪化し，既存
大都市近郊農業の比重が低下して，その外側に新
しい近郊農業地域が外延的に拡大していったと考
えてよい。むしろ，近郊農業という概念は，道路
網の整備拡充，輸送機関の大型化・高速化によっ
て全国的l乙拡大されたと考えるべきであろう O
換言すれば，日本l乙関する限り，近郊農業は，
全国的lζ成立していると言えるであろう。このこ
とともちろん密接に関連することではあるが，遠
隔地であった地域の比重が上昇するには， 55年段
階でほとんど入荷のなかった冬春の端境期に出荷
のシェアーを高め， したがって，遠距離輸送のコ
ストを補って余りある価格形成が市場においてお
乙なわれなければならない。そして図7にみられ
るように，需給による価格形成は平均的におこな
われていると考えられる。図8の10年前の場合と
比較しでもそのパターンの類似性は明瞭である。
生産費調査による利潤形成から判断しでも，輸送
54 総合都市研究第33号 1988
卜、
(28.0 ) 
12.000 
10，000 
東京
8，000 
6.000 
神奈川
千葉
4.000 
( 7.7 ) .埼玉
( 23.7 ) 
東京
(16.8) 
埼玉
千葉 (7. 1 ) 
2，000 ??
??? ??
????
???
神奈川
城i神奈)11神奈川度三
???
???????
??
? ?
?
??
?????
?
?
? ??
?
??
?
???
?
?
?
????
図-3 1955年東京都中央卸売市場入荷数量の月別・都道府県別シェアー(胡瓜)
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資料) r東京都中央卸売市場年報』によって作成。
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図-5 1955年東京都中央卸売市場入荷数量の各都道府県別数量およびシェアー(胡瓜)
資料) r東京都中央卸売市場年報』によって作成。
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図-7 東京都中央卸売市場における胡瓜の月別入荷量
と平均単価 (1983-1985年)
資料) r東京都中央卸売市場年報』によって作成。
コストを十分にペイして余りあると考えてよい。
このようにみてくると，大都市一一東京は，い
まやたんにいわゆる近郊地域によって食糧とりわ
け生鮮野菜を供給されているのではなく，ほぼ全
国的にその移入地域を拡大したということである。
いや，一部の青果物については国外からも移入さ
れている。換言すれば，地域としての大都市と地
域としての農村は，都市と農村という概念を想定
する限り，大都市とその従属地域あるいは支配地
域という，機能地域として統一的に把握される乙
とになる。そしてその機能地域の拡大が農産物を
通しても確認されるのである。
以上によって，とくに石油のインパクトは，農
村においても新しい価値の創出を導き出した。そ
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図-8 東京都中央卸売市場における胡瓜の月別入荷量
と平均単価 (1973-1975年)
資料) r東京都中央卸売市場年報Jによって作成。
れは，とくに石油から造られた新しい物質である
有機合成製品と石油の光熱動力によって可能にな
った。生産された胡瓜は，商品として市場を経な
ければ，その価値を実現できないから，ますます
商品化率を高め，それに適合できない生産者は放
逐され，その結果ますます少数の生産者に胡瓜の
生産が集中していく。価格競争の結果，周年栽培
が可能になり，空間的lζ生産地の広域化とともに，
集荷地も広域化した。いっぽう，都市では， ビタ
ミンの供給源である野菜を食べることが周年可能
になったが，これを集荷するのに広域的活動をせ
ざるを得ず，運輸，卸・小売などにエネルギー投
入が多大にならざるを得なくなり，それだけ価格
も上昇した。中心地システムにおいての財やサー
大石:都市・農村関係研究の課題と方法 59 
ヴィスの供給が強化され，野菜の転送量(一度卸
売されたものが他の卸売市場で再び卸売されたも
のの量)も，大市場システムの発達とともに増加
の傾向にある。胡瓜では1985年に全国で約5.59ぢ
に達する。このようにして，冬季にも胡瓜を食べ
ることができ， しかも食べざるを得ないシステム
ができ上がり，生活費の上昇をもたらした。
4.6 消費者の農作物選択の限界
しかし，ここで問題が生ずる。都市住民と農村
住民は，すでに農産物という商品によってしか相
手をみつめることができない状況が作り出されて
しまったのである。なぜなら，自由契約に基づく
市場機構では，たといそれが都市ないし都市住民
に必要であっても，いや必要であろうが必要でな
かろうが，商品として価格づけがおこなわれなけ
れば，取引きされなL、からである。一物一価の経
済的価値法則は，政府その他の干渉のない限り，
市場機構においては非常に厳密に貫かれる。こう
して，都市住民と農村住民とは，市場機構を通じ
て対立・分離され，わずかの接触点として，市場
機構l乙基づく商品としての農産物という細L、管を
通してのみうかがい知ることができるだけなので
ある。
市場機構は，いつまでも社会全体のニーズを適
切に満たすように機能しているわけではないから，
当然多数の一般消費者一一一般需要者のニーズが
全面的に反映されることにはならない。また，い
っぽうでは多数の零細農業者のニーズも全面的に
満足されることにはならないのである。このこと
から，両者間の矛盾が顕在化し，都市と農村の関
係，ひいては都市住民と農村住民の関係をより悪
い方向に向わせる乙とになってしまう。
市場システムは「商品Jを，一定の規格品にお
いて大量に要求するから，大多数の生産者にとっ
て，この市場の要求は，都市生活者一般，すなわ
ち，消費者の要求であるかのようにみえる O また，
市場における自由競争の結果.r同種の商品Jにつ
いては図7および図8にみられるように，入荷量
と価格とはほぼ反比例の関係にあるから，生産者
はできうるかぎり市場価格の高い時期を目指して，
「商品Jとしての胡瓜を生産しなければならない。
したがって，通常の，施設などに何ら頼ることの
ない胡瓜の生産，すなわち，露地栽培では，単価
が安く，市場からある程度の遠隔地では輸送費の
負担に耐えられないことになる。そこで， ビニー
ルハウスなどで加温をほどこし， しかも単価の高
い，いわば端境期をねらって胡瓜を生産する方向
にむかう乙とになる。その競争の結果として，一
年中，日本のどこかで胡瓜が生産され，市場には
周年入荷があるということになる(図 9)。
乙ういう状況にいたれは消費者は，外食産業
等でも，一年中いやおうなく胡瓜を食べるであろ
うし，秋から春にかけての冬季間でも，胡瓜を食
べざるをえない。とくに夏秋胡瓜と冬春胡瓜の小
売価格の格差が小さくなれば，消費者としては購
入しやすいし，現l乙小売庖等で他の青果物の入荷
が少なければ，それを購入せざるをえないし，そ
れを食べざるをえない。実際にそういう状況が生
じている。このことは胡瓜にとどまらない。毒な
ども露地栽培の旬のものはまずほとんど入手不可
能で，それ以外の時期に大量に出荷されている。
その他の農産物についても事情はさほど違ってい
ないのは周知のことである。乙乙に消費者の農産
物選択の自由は，非常に制限される乙とになる。
否むしろ冬でも胡瓜を食べなければならないとい
う，ある種の強制力.r神のみえざる手」とも言
うべき力が強く働いているということになる。
この場合，一年中あるいは季節はずれに胡瓜を
食べること，また，食べられるという乙とは，は
たして石油が都市・農村関係のシステムに導入さ
れた結果として，正の価値を生み出したのか，負
の価値を生み出したのかにわかには判断しがたL、。
江戸時代から，日本人は「初物食Lリを食通の
道楽あるいは賛沢として，一般庶民の羨望の的で
あった。それが過度に流行したことはすでに周知
のことであって，初物を何月何日以前l乙食しては
ならぬという「禁令Jをもちだすまでもないであ
ろう。乙ういう意味では，端境期に胡瓜を食べら
れるということは，一見すると正の価値を生み出
しているように見える。乙こに端境期と述べたが，
いまや胡瓜は周年的lζ供給されているので，乙の
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図-9 胡瓜の栽培暦と収穫期
資料) 秋谷良三編著(1978):r議菜園芸ハンドブック』増訂改版，養賢堂，による。
段階ではすでに端境期というものは失なわれてい
るのである。したがって，端境期のないものに
「初物Jを発見しようというのは無理な注文であ
ろう。この場合，一年中いつでも胡瓜を食べるこ
とができるということは，価値的にも二律背反，
矛盾が生ずることになる O いつでもほしい時に食
べることができるというのは，人聞にとって正の
価値を生み出したと判断すれば，すなわち「初物
食い」の萱沢という価値を失なったことになる。
いったいどちらの価値が絶対量として大きいので
あろうか。定量して仮に前者が大きければ，失な
ったものもあるけれども，全体として差引き正の
価値を生み出したと，人は判断するのであろうか。
もう一つ重要な乙とを指摘しなければならない。
「同種商品」ということを上に述べたが，一年中
供給される胡瓜は，たしかに形態や色や新鮮さな
どにおいては「同種」といえるかもしれない。し
かし， ヒ、、ニールハウスで生産された，とくに冬春
胡瓜と，いわゆる自然生育季節に，露地で栽培さ
れた胡瓜とは，姿・形において同ーのようにみえ
ても「味」はまったく違うという乙とは多くの人
びとが経験的に知っている乙とであろう。
人間も生物的環境で生活する生きものであれば，
その味覚も自然に形成され，あるいは発達してい
くものであろう。したがって， この昧の差を認識
できないとすれば，それはもう味覚の退化，場合
によっては，人間の退化，あるいは人間性の喪失
ということが指摘されなければならないであろう。
このような本来の「味覚」を犠牲にして，胡瓜を
一年中食べることができるということを定量的に
評価して，正負の価値判断を下すという乙とは非
常に困難である，というより，そうすることはか
えって反自然的な，人間の倣慢さを示すことにな
りはしないだろうか。現在のところ，その判断規
準を人間やその社会がもっているとは思われない。
冬春胡瓜と夏秋胡瓜とを成分分析にかけて，両者
の違いを全て明らかにすることは，現時点では仮
にも不可能なことに違いない。仮にそれに着手し
て，できたと評価するのは人間の倣慢さ以外の何
ものでもあるまい。
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価値は，常にその時点での貨幣価格として評価
されやすいから，まず絶対的に価値判断が下され
ることが多 ~'o いっぽう使用価値は，人間やその
社会のもっている分析能力が進歩する限り，定量
評価にたいして，常lζ変動性を内在させているこ
とになる。したがって，負の価値評価においては
とくに，使用価値が関係する限りにおいて，変動
せざるをえない。というよりもあるいは，負の価
値評価は，時代とともに増大すると言っても過言
ではないであろう。この意味では，正の価値です
ら新しい価値としての「効用」が加われば増大す
るとさえ言えるのである。
わが国における資本主義社会の各種システムの
なかでは，人びとはだいたいにおいて，使用価値
よりも価値を，少なくともそれらのシステム発展
の初期においては重視してきた，あるいは重視し
ているようにみえる。
胡瓜の場合においても同様に，市場システムに
おいてそうなったとはいえ， rいつでも胡瓜を食
べる乙とができればいいのだがJあるいは「食べ
たい」という人びとの願望は，胡瓜の場合lと限ら
ず，あらゆる過程において必らずあったと言える
であろう。乙の乙とがまた，人間の技術革新を生
み出す一大要因でもある乙とには違いなかった。
しかしながら，胡瓜を一年中食べることができる
ようになった現在において，人びとはその乙との
生み出した矛盾に気がつきはじめたのではなかろ
うか。物事にも，また，およそあらゆる過程には
必らず矛盾は存在するのだから，常にそれらの一
面のみを評価すべきではない。人はつねに価値の
大なることを願って行動しがちであるから，こち
らの面のみを強調して高く評価しがちである。し
かしながら，一定の目的一一高い価値の実現ーー
を達成してみると，そ乙にはいままで評価されて
こなかった，あるいは意識的，無意識的とを問わず，
無視されてきた負の価値がみえてくるだけなので
ある。
価値を強調してみよう。たしかに農村のある農
家，商品としての胡瓜の施設園芸栽培農家にとっ
ては，村の行政や農協も含めて，地域的・個人的
努力によって，市場占有率を高め，有利な価格形
成で価値を実現し，多額の貨幣を手lとすれば，乙
の貨幣によって，住宅を新・改築したり，新しい
土地や山林を購入したり，機械や自動車，あるい
は生活審修品，子供の高級教材まで実現できるか
もしれない。価値を正の価値とするなら，それは
それでプラスに計上できょう。しかし，これはあ
くまで物質的側面であって，物質的に豊かであれ
ばつねに幸福で、あるかというと必ずしもそうでは
なし、。
現代日本がその良い見本ではなかろうか。上述
した農家にとっても，物質的豊かさが満足されて
みて，初めて大きな不満あるいは矛盾に気づかさ
ざるをえないのではなかろうか。すなわち，今ま
での正の価値の追求のために忘却されていた負の
価値=使用価値の側面が，両者の矛盾として急速
にクローズアップされてくる。両者は相互に矛盾
したものとして，セットで現象するが，前者が強調
されるあまり，後者はないがしろにされ続けてき
た。乙乙までくれば，物質的豊かさも場合によって
は，精神的荒廃をもたらしたときなど，価値を大き
く実現すること自体が負の価値の創出と考えられ
なくもない。したがって，常に物事はこの両者の側
面を相互に矛盾するものとして，セットで現象す
るということを強く認識する必要があるのではな
かろうか。
高度経済成長期を通じて，石油化学工業と鉄鋼
による重化学工業化は，農村に化学肥料化と農業
機械化を進展させた。化学肥料は，窒素，燐酸，
加里の三成分だけを作物lζ与えて生育させようと
いう考えである。土壌中の複雑な，そして現在で
は未だ不明の，あるいは化学的分析の枠組みにひ
っかからないかもしれないような成分は無視して
しまっているのである。たしかに化学肥料は速効
性で，収穫量は急増するから，現在の市場システ
ムのなかでは価値実現のための最短距離の位置に
あるO さらに，機械化l乙伴ない，牛馬は各農家か
ら放逐され，そのために堆厩肥も失なわれた。化
学肥料は手を汚さないで，機械で撒布するのに好
都合であるから，どんどん大量に投下されるよう
になった。しかしこの行為は，従前の堆厩肥によ
る土を作るということとはまったく異質の乙とで
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あるO 農業の工業化であり，土壌は酸性化し，い
わゆる「地力jが無くなって，作物の虫害や病害
lζ対する抵抗性は急速に低下する。そこで必然的
l乙農薬が大量lζ必要になる。いっぽうでは，都市
の重化学工業その他工業化のために農業労働力を
都市に吸収され，あるいは工業製品の市場として，
ますます機械化，化学化，農薬化が強制される。
農薬が大量に使用されるばかりでなく，有機質堆
肥の不要と農家労働力の減少によって，雑草の処
理に困難をきたし，ついに除草剤まで使用される
ようになった。これらの薬品は薬物には違いない
から，土壌中の動物，微生物を殺害し，土壌中の
動植物物質を分解することが不可能になる O した
がって，ますます化学肥料が，そして農薬が必要
になるという悪循環が生みだされることになる。
5. 現代の都市・農村関係と農業の本質一
研究課題と方法にむけて
人聞は，自然lζ働きかけて，人聞の生存のため
に自然を変えながら生産活動を発展させてきた。
そしてその乙とによって，人間自身も変ってきた
のである。人間が生存するかぎりにおいて，この
ことはいわば人間の継続的な営みと言えるであろ
う。しかるに，人間生命を物質的に支えているの
は食糧であり，その本質部分は，現在のところ依
然として，人間と自然の物質代謝の基本である，
農業によって基本的には支えられている。すなわ
ち，農業は，歴史的にも，理論的にも，人聞の生
きるための基本的条件であり，あらゆる生産活動
の基礎である。
都市もまた人間とその社会集団から成り立って
いるとすれば，食糧なくしてはその存立を根底か
ら危いものにする。食糧を生産している産業を農
業と概念化し，その農業を営んでいる地表部分の
人間とその社会を農村と概念化するならば，都市
は永遠に農村なくしては成立しえない。
人聞は古来より農業生産の安定を願い，必要な
だけの食糧を確保できるように努力し，その目的
をもって農業生産の過程に改良を加えてきた。す
なわち，労働過程における技術の発展にともなっ
て生産力の上昇をみたのである。乙の生産活動の
発展は， r効用」の発見，つまり使用価値の具現
化の過程と言うことができるのであるが，資本主
義世界では，この「効用jは価値となって現われ
ない限り， r価値」は実現できなかったし，また
できなし、。価値形成は，市場においてはじめて商
品となった物質がその価値を具現化されるから，
農産物一般においても何ら例外ではない。ここで
ひきあいに出されている胡瓜も，大部分は各都市
の中央卸売市場，あるいは地方市場において，そ
の価値を実現せざるをえない。したがって，高度
経済成長期の初め， 1955年頃には露地栽培による
胡瓜の生産がおこなわれていたが，石油製品と合
成樹脂による園芸施設の導入によって，周年栽培
を可能にし，市場から遠距離でも価値を実現でき
るようになった。それとともに，夏どりの露地栽培
は経営収支上赤字となる乙ともあり，徐々に栽培
されなくなり，かような胡瓜の生産システムに転
換できない限り，胡瓜の生産から脱落させられ，ま
すます少数の生産農家に胡瓜の生産が集中させら
れていく。換言すれば，都市と農村の関係は，ます
ます商品経済的にのみ関係し合う方向へ限りなく
進展し，そのなかの消費者と生産者も，価値の追求
によって，商品経済的関係にますます深化し，物と
物としての関係のみ現われざるをえない方向に進
んでいく。したがって，現今のような胡瓜生産の
進展は，人間の本性を失なう過程の一つであると
みなされざるをえないであろう。つまり，人間と
自然との結び、っきの根底には人間と自然との物質
代謝があるが，農業に与えられている側面にかぎ
っても，人間自身の再生産は，自然物の消費にほ
かならない。しかし，石油に全面的に依存して胡
瓜を生産し，石油によって中央卸売市場へ運搬す
るという乙とは，乙の人間の再生産=自然物の消
費という図式すらも極めてアンバランスな不安定
な，場合によっては危険なものにしているのでは
ないだろうか。自然物の消費があまりにも肥大化
しているという乙とによって，さらに大きな矛盾
をかかえることになっているのではないだろうか。
市場システムにおける価値実現という一定の方
向をとっていった場合，人間社会は経済と，人間
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の欲望でがんじがらめにされ，一定の型におし込
められ，そこからはみ出すことは許されなくなる。
消費者には，市場を通じてのみ一定の消費構造を
強制して，生産者にも，市場システムl乙見合うよ
うに，一方的な生産構造を強制することになる。
エネルギー消費からみて，露地と施設栽培の胡
瓜では，後者の方が前者の約6.4倍である。しか
も，後者のエネルギー消費は.88.2%まで光熱動
力と施設に使われており，石油依存度がきわめて
高い。すなわち，石油なくしては胡瓜の生産ので
きないシステムになってきている。そのあげく，
露地栽培は駆逐されるから，消費者は石油によっ
て生産した胡瓜しか食べられなくなり， しかもそ
のために，本来，自然のリズムによって生産され
た，もっとも自然の味質をもっ，いわゆるうまい
胡瓜を食べる乙とが困難になってきた。一年中胡
瓜の「格好Jをしたものは食べられるが，それは，
たんに「形式」だけのものにすぎない。本来自然
のリズムをもって，生命を燃焼させている人聞が
本質的に必要としているものも，自然のリズムか
らあまりにもかけはなれたものではないはずであ
る。人工のものによって置き替えれば，その分だ
け人間の本性は失なわれるのではないか。旬の味
や季節感の喪失による使用価値の減退は，人間精
神の高揚にとって大きなマイナスになっていくの
ではなかろうか。
さらに，石油は，化学肥料，農薬として，合成
樹脂とともに形を変えて農業に使われている。こ
れは病害虫防除や，作物生育の栄養素としてその
価値も大きいが，現代日本の医療における薬品使
用と同様，過度i乙使用されている。胡瓜iζかぎら
ず，農作物の残留農薬による人体の損傷や生命の
危険もないではない。たといそれらが無いとして
も，過度に使用された農薬は土壌を汚染し，河川
や地下水を汚染し，海洋汚染につながる。それは
そのまま生態系の食物連鎖を通して，人聞の体内
i乙畜積され，人間の健康を損うことを結果すると
いう乙とは今までに数多くの事例が示していると
乙ろである。
いっぽう，生産者においても，長時間の園芸施
設内労働iζ従事することによって，ハウス病など
高温・多湿による健康障害，狭い空間での農薬使
用などによる新しい病気の発生に悩まされている。
乙れによって入院という事態にでもなれば，たち
まちその経営体は没落の憂き目に会い，農業者と
して立ちゆかなくなるのは，これまた多くの事例
が示すと乙ろである。
また，加温のための石油燃焼による大気汚染も
考慮にいれなくてはならない。自動車と高速道路
システムによる都市への輸送，また逆lζ大量の石
油や農業用資材の農村への輸送によっても，その
分だけ大気汚染，土壌汚染，水質汚染をひきおこ
している。
石油に人聞が効用を見出し，近代的な科学技術
によって新しい物質を次々に生産し，また，新し
い科学技術の発展を促した点は大いに評価すべき
である。しかし，これによって生み出された価値
のなかでも正の価値ばかりを強調し，負の価値に
ついては，現技術段階では認識されえないことも
あるかもしれないが，同時に生ずる乙とを忘れ，
あるいは意図的に無視してきた。とのことが，現
代の環境汚染の問題を大きくしてしまったのであ
る。その根本原因はひと乏に現代日本の社会シス
テムに内在しているのである。それは市場機構と
いう一つのシステム，あるいは市場原理と言って
しまってよL、かもしれないが，生産性原理または
コスト切り下げという原理によって，あらゆるも
のが考えられ，処理されていると乙ろに大きな問
題がある。石油という資源を使うのも，あるいは
それによって種々のものを生産する，また，石油
から作られたものを使って農産物を生産するのも，
多くの人々や社会に多大の影響を与える。つまり，
石油という資源の使用は社会的性格をもっている
という乙とである。それにもかかわらず，企業や
一部の農家lζ，すべて生産性原理にのみ基づいて
石油資源の利用も，ものの生産もまかせてきたこ
とは，もっと反省されるべきことではなかろうか。
乙乙に，都市と農村の分離・固定化を反省すべき
根本の問題がひそんでいると考える。
自然的存在であるべき人間と，人間自身を周囲
の自然から区別し，対象化された外部の自然を，
人聞にとって都合のよいように変えるという乙と
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は，とりもなおさず自然の人間化であろう O これ
は人聞が自然から自由になる長い過程である。自
然を変えるということは，自然法則の必然性を認
識し，自然法則にしたがって，変えられるという
ことにほかならない。それ放に，人聞による自然
の変革は，一方で、は，徹底した自然法則への適応
行為であるとともに，他方では，人間の自由の威
力に属した行為でもある。乙乙l乙，一歩を誤れば，
人間の自由の威力が怒意と混同されて，自然およ
び自己自身を破壊する危険がつねにひそんでいる O
自然法員IJのなかには人間の子によって怒意的に変
えてはならない，あるいは変えられない，自然的
限界と人間的限界があるはずである。今日の状況
では，乙れ以上自然を変える=破壊したら人間自
身も破滅する，あるいは，公害ゃ土壌・水の汚染
という自然破壊が人間破壊をもたらしていること
から，逆l乙自然や人間の本性の何たるかが理解で
きる。要は，自然と人聞を平等に扱うことが肝心
なことではなかろうか。たんなる人間主義は，人
間も自然の一部であることを考えれば，誤った考
えといわねばならない。
都市が農村を都市化・工業化・近代化の名の下
i乙変えているのである。変える速度も，程度も石
油が出現してから急速に増大した。しかし，まだ
百数十年の歴史しか経ていない。人間は石油によ
って，人間の歴史になかった新しい物質まで生み
出したが，それらは石油とともに，自然法則の必
然性を総体的l乙十分に認識しないまま，あるいは
無視したために，自然や人間の本性を破壊してし
まうという大きな負の価値を創出した。乙の価値
は，今後の科学の新しい発展のなかで，分析の方
法が革新されれば，さらに大きなものになると予
想される。都市は農村の本質を自己の中lζ導入し，
新しい都市・農村関係のシステムを成立させなけ
れば，自己崩壊の道を歩むことになるのではなか
ろうか。
人間と自然、との関係というのは，たんに人間と
自然が相互に影響を及ぼしているとか，作用を及
ぼしているというぷうな単純な現象的事柄ではな
いのである。そこには，人間の合目的的な自然へ
の働きかけ，労働過程を通じて，自然を変えてい
るのである O そして人間やその社会をも同時に変
えているのである。そ乙には人間と自然の聞に相
互に媒介あるいは浸透の過程がある。乙の労働過
程によって生み出されたもの，生産物は，労働主
体の目的にかなった作業，活動によって作られる
ものであるO その場合，私は乙の生産物の価値l乙
注目しているのではなく使用価畠に注目する必要
のあることを主張したいのである。なぜなら，人
間の目的が，価値実現を優先すると，必然的に生
産物の重要な属性の一つである「質」が軽視され
る乙とになるからである。この場合，工業製品な
らば，同一形態のものでも，その「質Jが悪けれ
ば，直ちに，あるいは短期間のうちにその悪さが
発見されて，それはその生産物の価値に反映され
る。しかし，胡瓜のような農産物や，もっと一般
的に人閣の生命を支える食糧のようなものは「質J
の低さが証明されるまでに，相当の長期間を経る
ことになってしまう。しかも具合の悪いことに，
それが証明された時点ではすでに時が遅いのであ
る。なぜなら，汚染による人間生命の損傷は復元
が不可能であるからである。各種公害はすでに周
知の乙とであるが，未だ人間の英知では計り知ら
れていないものも数多く存在しているのである。
癌なども意外に人間が自然との関係を誤った結果
だ，と言う日が来るかもしれない。
したがって，食糧に関するかぎり，その本質は
価値ではなく使用価値であることが理解される。
しかし，現代日本の社会は，都市の市場システム
によって価値実現が主導的地位にある。生産者=
農業者の労働過程である活動の目的も，価値実現
という一点に絞られてしまうのである。言ってみ
れば，都市は，白からのために，白からそのシス
テムを作り，農村l乙，乙のシステムlζ合致するよ
うに，農村においての自然と人聞の関係を強要し
ていることになる。しかし，このシステムは，本
来存在している農村あるいは農業の本質には相い
入れないもので，このシステムを強行していけば
やがて矛盾は最大限に増大し，都市は白からの生
命を破壊することになる。それは人類滅亡へのー
里塚である。
そうならないようにするには唯一つ，都市の構
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成員たる都市住民が，白からをど乙まで認識する
かにかかっている。都市と農村のそれぞれの住民，
相互に生産者であり，消費者である人びとが，対
峠ではなく，相互理解，相互認識にいたる道程を
模索する以外にないのである。その中心的課題が
都市と農村の諸関係であり， しかも，その諸関係
を解きほぐし，あるべき姿を求めるのに，様々の
メルクマールになるものはあるが， r食糧」が当
面もっとも良いメルクマ-)レになりえるのである。
食糧を通して，両者のシステムの様々の側面がみ
えてくると考えられる。
乙のように考えてくると，現代の都市・農村関
係が，真lζ両者の「共存」を目指すには，両者の
住民から事離したようなレベルの研究や，都市の
側面からのみあるいは農村の側面からのみの研究
ではすでに対処しえないことが明らかであろう。
乙乙はぜひとも両者を視野に入れた， しかも「生
活Jという高いレベルに研究そのものをひきあげ
る必要がある。なぜなら，都市も農村も一つの地域
であり，両者の諸関係もまた一つの地域を創りあ
げる。そして，それを創りあげるのは，いずれも地
域の住民が主体であるし，主体でなければならな
し、からである。
したがって，現代日本の都市と農村の諸関係を
以上述べたような視点から研究するには，以下の
ような具体的側面に注意する必要があろう(拙稿
1984)。
第 1I乙は，都市住民がどのようなニーズを潜在
的にもっているか。また農業者がそれにどう対応
しているか，である。
それには農業者の農業生産にたいする基本的姿
勢，たとえば，農薬使用にたいする理解などであ
るO というのも，農村部では作物にも，人体にも
農薬障害が多発しているにもかかわらず，農薬を
使用しなければならない状況が強く支配している
からである。
都市住民にたいしてもまた，農薬が農業にどの
程度使用され，農畜産物への残留がどう意識され，
どう考えられているか，農村での状況と比較検討
される必要があるであろう。
第2I乙は，市場機構にたいする一都市住民や農業
者の現時点における対応と潜在的要望は何か，で
ある。
都市住民が農畜産物の生産・流通に関しての認
識の状況を農業者の市場にたいする意識とつきあ
わせて分析することが必要である。それには都市
住民が日常生活において，農畜産物にたいしてと
る行動様式や，農畜産物購入時の選択規準l乙何を
設定しているかなどの分析も重要になってくる。
さらに乙れらと農業生産者が農畜産物の出荷時に
何を重視しているかを比較検討することによって
両者の事離を明らかにする乙とができるであろう。
第3I乙，都市のなかにある農地にたいする都市
住民の意識や対応，行動様式を分析することも重
要になる。なぜなら，現代の市場システムは，都
市住民と農村住民をひきはなすど乙ろか対崎させ
てしまっているからである。都市あるいは都市近
辺の農地を通じて，都市住民は農業ゃ農村の本質
と直接接触する乙とが可能であり，両者の「共存」
にたいする lつの示唆をそこに見出すことができ
るからである。
第4Iζ，以上のことは結局都市住民も農村住民
も，その根底l乙「健康Jと「生活Jを充実させた
い，人生を充実させたい，という大きな願望があ
るからにほかならない。したがって， r健康」と
いうことにたいするどのような関心があるのかに
ついて両者の人びとの意識をさぐる必要があろう。
それは同時に「生活」の充実感ということにたい
する問題意識にも通じるし，都市や農村の生活に
おいて重要性をもっているものが何であり，現代
社会において何が問題であるかという，すぐれて
社会的問題に目をむけることになるのである。
第5I乙，環境問題である。都市生活の環境は，
あらためてとりあげるまでもなく，汚染が深刻化
している。農業経営環境も都市化とともに， じつ
に様々の「公害Jp:悩まされ，その乙とはまた，
農畜産物の汚染となって都市住民にもどってくる
のである。
以上掲げたほかにも取り組むべきテーマは多々
あると思うが，これだけでも実に多様である。都
市住民と農村住民が，市場機構における商品とし
ての農畜産物だけを媒介として対崎するのではな
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く，相互理解・認識のための別の道を求める必要
があると考えられる O
6. むすび
以上，農産物，とくに胡瓜をメルクマールにし
て，現代における都市・農村関係の基礎について
考察した。そこには市場以ステムが重要な役割を
演じている。そして石油というものが，いろいろ
な意味で，両者の関係を分離・対立的なものに一
段と深めた重要な契機となっていると考えられる。
現代社会における市場システムの重要性を否定
するものではない。しかし，それをおしすすめる
ことによって都市住民と農村住民の対崎はますま
す強まっている。なぜなら市場システムを通じて
は，都市住民と農村住民とが相互に深く理解・認
識にいたることは不可能だからである。つまり，
商品としての農畜産物を媒介項としてしか相互に
認識する乙とができなし、からである。
乙乙l乙，両者の真の「共存」をめざすには，市
場システムの矛盾をのりこえることが必要である。
それは現在の市場システム，あるいはそれによっ
て生み出されている都市住民や農業者の対崎の実
情のなかに乙そその解決への道があるはずである。
その実態のなかに顕存化しているものを注意深く
分析する乙とによって，乙の目的は達成されるで
あろう。
それには，研究の視点、を，都市・農村の両者を
総合した，統一的なものにする必要があり，また，
研究の視点もレベルも都市住民・農村住民の生活
レベノレにまで引き上げる必要があると考えられる。
そして，具体的には，次の5つの課題が直ちに
浮上してくる。すなわち第 1I乙，都市住民や農村
住民が潜在的にどのようなニーズをもち，相互に
どう対応・対峠しているか。第21L，市場機構にた
いする両者の対応や要望。第31L，都市のなかにあ
る農地にたいする両者の，とりわけ都市住民の意
識や対応，行動様式。第4I乙，以上の第 lから第3
までの総合として，その根底に横たわっている
「健康」と「生活jにたいする両者の関心や問題
意識。第5I乙，これらの全体にかかわる問題とし
て環境問題がとりあげられなければならない。乙
れは都市生活の安全という意味からも，災害にた
いする各種の防衛にまさるとも劣らない重要な問
題であろう。
乙の研究は，私が1970年初めにとりかかった，
東京大都市圏における近郊地域の都市化の研究lζ
端を発している。しかし，東京都立大学都市研究
センターでの共通研究対象地域，多摩ニュータウ
ンの研究lζ参加させていただく乙とになった。そ
して3，000haという大規模な都市開発がたんに住
宅地だけを造成して農村・農業・農業者を完全否
定するという事例にぶつかったのである。この論
文i乙示されたように，都市は農村を不断iζ都市化
する乙とによって都市たらんとしてきたわけであ
るが，農村を否定することは一つの矛盾である。
この矛盾をのりこえるところに，新しい展望が
聞けるはずである。都市と農村の新しい関係を創
造し，生み出さなければならない所以である。
このようなテーマで，現実の社会をみていると
き，はからずも，半谷高久先生の主催するMV研
究会が聞かれ，そ乙l乙加えていただくことができ
た。乙れは私にとって，たいへんありがたい研究
会であった。さまざまの専門を異にする人びとの
研究会でじつにいろいろなテーマについて議論が
なされた。いずれも「都市」に関連の深いものであ
るが，地球の進化という観点から，数十億年の単
位で議論がなされるかと思えば，都市の内の物質
の流れを数時間の単位で語る，というような，ま
た，空間的にも全地球から一家庭のなかまで，と
いう単位であり，毎回「哲学的」な議論がすすめ
られた。また，この間，日本生命財団から.r都市
活動の引起す物の流れと正負の価値の流れとの関
連からみた人間と自然の研究J(未刊)(代表，半
谷高久)で研究費の配分をうけ，私はその報告に
「石油導入による都市・農村システムの変動」を
提出した。乙の論文にはその一部を使用した。ま
た，日本住宅総合センターからは， r住民と地域
の視点からみた都市と農村の新しい関係の研究j
『住宅問題研究論文集 6 号~C1984年)で研究費の
支給を受けた。その成果の一部をこの論文にも延
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用しである。私のテーマで研究の機会を与えて下
さった(財)日本生命財団および(財)日本住宅
総合センターの両者に深甚の謝意を表するととも
に， MV研究所々長の半谷高久先生をはじめMV
研究会に御参加の皆さんには，有意義な討論をし
ていただき，深く感謝申し上げる次第である。さ
らに，私の主催する東京都立大学都市研究センタ
一環境整備(2 )の研究会(環境汚染研究会)で
は各専門分野から沢山の方々に御参加いただき，
実に各方面からの問題を討議していただいた。そ
して，研究会においてばかりでなくいつも厳しく，
しかし心暖たまる重要なコメン卜をして下さり，
また乙の原稿にも目を通して下さり，貴重なコメ
ントを載いた，人文学部哲学教室の許高元先生に
はとくに記して厚く謝意を表したい。乙の論文が，
多少とも「哲学的J1[.意味があるとしたら博士に
負うと乙ろ大なるからである。研究会の人びとと
何回かの「現場検証」においても農家やその地域
の人びとに大変お世話になった。数多くの方々の
お名前をいちいち掲げることは誌面が許さないけ
れども，乙れらの方々にも誌上を借りて深くお礼
を申し上げる。なお末筆ではあるが，英文レジュ
メについては，イギリス，サーチ広告会社のピー
ター・パリ一氏および早稲田大学のスチュアート
・へンリ一氏に貴重なコメン卜を頂戴した。記し
て謝意を表したい。また，図の清書については地
理学教室の秋山浩文さんのお手をわずらわせた。
記して謝意を表する。
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FUTURE PROBLEMS IN RESEARCH METHODOLOGY CONCERNING 
THE RERA TIONSHIP BETWEEN TOWN AND COUNTRY 
With Emphasis on Environmental Problems 
T aizan Oishi * 
* Center for Urban Studies， Tokyo Metropolitan University 
Comtrehensive Urban Studies， No.33， 1988， p. 37 -59 
The basis of today's relationship between town and country in Japan can be 
studied through agricultural products， especially the cucumber. A market system 
plays an important role in this relationship. Petroleum oil is one of the most 
important 'moments' by which the contradiction between urban and rural socieites 
becomes more acute. 
It is undeniable that large cities like Tokyo play an initiative role in al aspects 
of present society. Cities seem to be morphologically independent， but they cannot be 
essentially maintained and developed without bringing foodstuffs in from the outside 
Their growth is therefore restricted by the productivity in the countryside， and so 
efforts must be made to expand this productivity. Although it is only today that we 
are looking for coexistence between town and country， the present situation is far from 
perfect. 
A market system is important in modern Japanese society. However， 
accomplishing this makes the contradiction between the urban and rural societies even 
more pronounced， because it is impossible for people in both societies to understand or 
recognize one another through agricultural products that are commodities in the 
market system 
What should the relationship between town and country be in the true sense of 
the word? To answer this question， itis necessary for research students to have a 
synthetic or integrated point of view on research of their relationship and to study it 
at the level of human life. 
The real research issues are as follows: 
1) What kind of potential needs do people in the urban and rural societies have? 
2) How conscious are they of the market system ?羽Thatkind of needs do they have 
in relation to it? And， finally how do they correlate itフ
3) What and how do they feel on land use and land in and around the urban areas? 
4) How do they think of a 'healthy life' and a' ful life' ? 
5) How do they generally perceive environmental problems， including urban life 
environment， and social or agricultural management environment ? 
